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 本社、東京本店移転及び定款の一部変更に関するお知らせ  
 

当社は、平成 23 年 3 月 22 日開催の取締役会において、本社の移転を含む「定款一部変更」を平成 23

年 6 月 28 日に開催を予定しております定時株主総会に付議すること及び本定時株主総会において前記

「定款一部変更」が承認されることを条件として「本社、東京本店の移転」を行うことを決議いたしま

したので、下記のとおりお知らせ致します。 

 

 

記 

 

１．本社、東京本店移転 

(1) 移転先の概要 

東京都港区三田 1丁目 4番 28 号  三田国際ビル 

 

(2) 移転時期 

平成 23 年 8 月（予定） 

 

(3) 移転の理由 

前事業年度より継続している企業収益改善の一環として、現在入居中のビルの賃貸借契約の満了を

機に、本社及び東京本店移転による長期的な固定費の圧縮を図り、加えてオフィス環境の整備による

業務の一層の効率化を目的に行うものであります。 

 

(4) 業績に与える影響 

① 平成 23 年 3 月期業績に与える影響 

平成 23 年 3 月期業績に与える影響としては、固定資産の臨時償却費及び原状回復費用等が発生

いたしますが、平成 23 年 1 月 28 日に発表いたしました「通期業績予想の修正に関するお知らせ」

に織り込み済みであります。 

 

② 平成 24 年 3 月期業績に与える影響 

平成 24 年 3 月期業績に与える影響としては、移転費用等が発生いたします。 

 

③ 経費削減効果 

本件移転に伴い、来期以降、通年換算で約 60 百万円の経費削減を見込んでおります。 

 



 

２．定款一部変更 

(1) 変更の目的 

① 前記、本社移転に伴い変更するものであります。 

なお、本変更は平成 23 年 7 月末日までに開催される取締役会において決定する移転日をもって

効力を生じるものとし、附則にその旨の規定を設けております。また、当該附則は、移転の効力

発生日経過後これを削除いたします。 

 

② 取締役及び監査役が期待された役割を十分に発揮できるようにするため、また、社外取締役及

び社外監査役として優秀な人材を迎えることができるよう、取締役及び監査役の責任免除に関す

る規定並びに社外取締役及び社外監査役との間で責任限定契約を締結することを可能とする規定

を新設するものであります。 

なお、取締役の責任免除及び社外取締役の責任限定に関する規定の新設につきましては、監査

役会の同意を得ております。 

 

３．変更の内容 

変更内容は、別紙のとおりであります。 

 

 

４．日程 

定款変更のための株主総会開催日 平成 23 年 6 月 28 日（予定） 

定款変更の効力発生日 平成 23 年 6 月 28 日（予定） 
※ 第 3 条の本店の所在地は、平成 23 年 7 月末日までに開催される取締役会において決定する移転日を効

力発生日といたします。 

 

 

以 上 



（別 紙） 
 

定   款   変 更 案 対 比 表 
（下線は変更部分） 

現   行   定   款 変      更      案 
第１条～第２条（条文省略） 

（本店の所在地） 

第 ３ 条 当会社は本店を東京都中央区に置く。 

第４条～第２４条 （条文省略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

第２５条～第３２条（条文省略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

第３３条～第３９条（条文省略） 

 

（新設） 

 

第１条～第２条（現行どおり） 

（本店の所在地） 

第 ３ 条 当会社は本店を東京都港区に置く。 

第４条～第２４条（現行どおり） 

（取締役の責任免除） 

第 ２５ 条 当会社は、会社法第４２６条第１項の規定により、任務を怠ったことによる 

取締役（取締役であった者を含む。）の損害賠償責任を、法令の限度におい 

て、取締役会の決議によって免除することができる。 

    ２ 当会社は、会社法第４２７条第１項の規定により、社外取締役との間に、任 

務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契約を締結することができる。 

但し、当該契約に基づく責任の限度額は、法令が規定する額とする。 

第２６条～第３３条（条文省略） 

（監査役の責任免除） 

第 ３４ 条 当会社は、会社法第４２６条第１項の規定により、任務を怠ったことによる 

監査役（監査役であった者を含む。）の損害賠償責任を、法令の限度におい 

て、取締役会の決議によって免除することができる。 

２ 当会社は、会社法第４２７条第１項の規定により、社外監査役との間に、任 

務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契約を締結することができる。 

但し、当該契約に基づく責任の限度額は、法令が規定する額とする。 

第３５条～第４１条（現行どおり） 

 

附則 

第  １  条 第３条の本店所在地に関する変更は、平成２３年７月末日までに開催され 

る取締役会において決定する本店移転日をもって効力を生ずるものとする。 

なお、本条の規定は、本店移転の効力発生日の経過後、これを削除する。 


